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一般社団法人日本保険鍼灸マッサージ師会のホームページができました。 

japanharikyumassage.com 

何度も検索して SEO にご協力ください。（^0^;） 

 

本年は元旦早々に能登半島地震が起きました。私たちの住む日本は阪神大震災、東日本大震災、太平洋、日

本海、内陸であれ、構造上地震大国で活動期に入っていると言われ巨大地震災害は今後も絶えることはない

のではないでしょうか。 

 安全な構造に創り変えることが急務となるでしょう。能登珠洲市では 4ｍもの地面が上昇してしまってい

ます。港は使えない。もしそこに原子力発電所があったなら福島原発事故どころではなかったのではないで

しょうか。毎年上昇し続ける夏の暑さ、原発、化石燃料に頼らず太陽光発電、水力、風力のクリーンでコス

トのかからないクリーンエネルギーで再生可能で平和で安全な国家づくりが必須です。長寿国家となってい

る日本は高齢者医療問題は極めて重要です。健康であれば 83.3%の人が定年後も働きたい。65 才まで働きた

い人は 45.1%、働けるうちはいつまでも働きたいは 24%おられます。2031年国家公務員は定年 65才としてい

ます。東洋医療である鍼、灸、あんま（マッサージ）指圧は薬、注射を用いず自然治癒力を活かす鍼灸です。

高齢医療には鍼灸治療は身体に負担が少なく費用も安価です。調査では健康保険で法の通り一般医療と同じ

く 1割、2割、3割の給付で使えるなら 5割の人々が鍼灸治療を受けたいと希望されています。 

 私たちは厚生労働省に毎年春と秋の 2 回はり・きゅう（マッサージ）指圧を一般医療と保険給付を義務付

けた健康保険法を守り義務化し統治能力発揮せよ、コンプライアンスを守れと完膚なきまで論破し交渉して

いますが厚労省は強弁し法を守っていません。まったく瑕疵のない国民に対し給付と真逆の行ってはならな

い強権的な制裁行政を行い「受領委任」扱いや「償還払い」で受領権を奪っています。当会の一般社団法人

日本保険鍼灸マッサージ師会とその母体である協同組合兵庫県保険鍼灸師会は兵庫県議会第 366 回定例会へ

はり・灸・あんま・マッサージ及び指圧の東洋医療の養成学校の改善を求める国へ意見書を提出しました。 

①東洋医学を国民の健康保持増進に不可欠な医療としての認知向上に努めるとともに鍼師、きゅう師等養成

学校の 4年課程や 6年課程の設置を促進するなど人材育成に努めること。 

②その上で、現行のはり、きゅう、あん摩、マッサージ及び指圧の施術に係る療養費・受領委任の取扱いに

おいては、より望ましい制度の在り方について広く当事者の意見を聴取し、検討を進められたい。3月 22日

に原案通り全会一致で採決されました。兵庫県議会より衆・参議長、総理大臣、閣房長官、総務大臣、厚生

労働大臣、文部科学大臣、国へ請願、意見書が提出されます。鍼灸あんまマッサージ指圧の業界のみならず

県民と歴史にとって大変画期的なことではないでしょうか。今後さらに積み上げていきます。大きな力とな

ります。 

 ご協力ご援助いただいた全議員の皆様と県職員の皆様に感謝いたします。 

https://japanharikyumassage.com/
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療養費申請のツボ 

●施術の引き継ぎについて 

患者さんが、A治療院から B治療院に変更する場合、B治療院の施術者は、A治療院から同意書のコピーをもらい受

けるようにしてください。また、初療日は、病名が変わらない限り、A治療院で始めた日が初療日になりますので、

患者情報だけでなく、その辺りのことも詳しく聞いておいてください。 

●「鍼灸マッサージの生活保護読本」について 

国民の会の坂田先生からいただきました「鍼灸マッサージの生活保護読本」ですが、例会や保険講習会に出席出来

ないという方のために、事務所にも 10 部ほど置いています。事務所でもお渡し可能ですので、特に尼崎支部の方

はご利用ください。よろしくお願いいたします。 

●鍼灸施術とマッサージ施術は併用出来ます！ 

はり・きゅう・マッサージの三療をお持ちの先生方は、ご存知だと思っていたのですが、「鍼灸とマッサージの併

用は出来るのですか？」とのご質問がありましたので、再度お知らせしておきます。鍼灸施術とマッサージ施術は

併用可能です。痛みの部位に対しては鍼灸施術。筋麻痺・関節拘縮の部位に対してはマッサージ施術と使い分けて

いただければと思います。ただ、部位が重なる場合に不支給にする保険者がありますので注意してください。例）

腰痛症で鍼灸施術をする場合は、マッサージ施術の躯幹は不支給になる場合があります。ご注意ください。 

●施術報告書の名前について 

尼崎市国保から「施術報告書の施術者が相違しています。」との返戻がありました。問い合わせてみると、療養費

の支給基準には、「主たる施術をした者が書く」ということになっているので、今回の場合、主たる施術をした者

ではなくて、施術管理者の名前が書かれていたので、返戻とさせていただきました。ということでした。これまで、

このような返戻がなかったので、氣がつきませんでしたが、療養費の支給基準を改めて読むと、やはりそう書かれ

ていました。現時点で、このような返戻をして来たのは、尼崎市国保だけですが、施術管理者が、一度も施術をし

ていない場合は、主たる施術をした者の名前を書いていた方がいいのかも知れません。 

2024年 2月 7日に全国中小企業者団体連絡会の省庁交渉と参議院議員会館 3F  3会議 10時 30分から 12時共産

党中林明子参議院議員紹介で秘書と佐藤萌海氏、兵商連畑中氏立会いの下 6項目の請願を行いました。 

厚労省医政局医事課医事専門官 影山庸平氏 

厚労省医政局医事課医事専門官 上山氏 

全項目に今までと同様の解答をしました。能登半島地震被害地について事務連絡に基づいて特例措置を行うと解

答しました。 

鍼・灸・あんま・マッサージ指圧は全ての健康保険法は「疾病、負傷若しくは死亡又は出産に関して保険給付を

行い」となっており、療養費の支給基準でも医療を現物で給付する療養の給付が原則となっているとある。厚労

省、保険者は法を守らず、理由、根拠なく受領委任や償還払いを強弁の繰り返しを行う傲慢な態度と違法を指摘

されると単純な否定の繰り返しを行うことをしています。受領委任や償還払いを行う場合は行政（保険者）制裁

行為として被保険者が法律又は規則または慣習などに背いた者に対して加えられる懲らしめや罰、またはそうし

た懲罰を加えるときに行うものです。しかし、被保険者には全く瑕疵はありません。いかにも不当なものであり

ます。刑法 193 条に公務員がその職権を濫用して、人に義務のないことを行わせ、又は権利の行使を妨害したと

きは、2年以下の拘禁刑に処する。にあたるものではないでしょうか。昭和 25年 1月以来現物給付から排除され

受領権を奪われています。皆の力で現物給付を取り戻し受領権を取り戻しましょう。 
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会の活動・広報部へのご要望、アイ

ディアは随時受け付けております。

事務所へご連絡ください。 

編集後記 

オンライン資格確認のためのポータルサイトユーザー登録が始まり

ました。こうして、みんなデジタル化に飲み込まれていくんですね。

安全性を最重点に進めていただきたいものです。 


